
2025年4月1日作成
Ⅰ．経済動向　2025(R7)年3月　（資料：内閣府・月例経済報告　令和7年3月19日）

【総論】　　（下線部分：先月からの主要変更点）
＜我が国経済の基調判断＞

個人消費は、一部に足踏みが残るものの、持ち直しの動きがみられる。
設備投資は、持ち直しの動きがみられる。
住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。
公共投資は、底堅く推移している。

倒産件数は、おおむね横ばいとなっている

国内企業物価は、緩やかに上昇している。
消費者物価は、上昇している。

＜政策の基本的態度＞

【各論】
1．消費・投資などの需要動向

2．企業活動と雇用情勢

3．物価と金融情勢

［個人消費］は、一部に足踏みが残るものの、持ち直しの動きがみられる。［設備投資］は、持
ち直しの動きがみられる。［住宅建設］は、おおむね横ばいとなっている。持家の着工は、このと
ころ横ばいとなっている。貸家の着工は、横ばいとなっている。分譲住宅の着工は、おおむね横ば
いとなっている。総戸数は、12月は前月比1.2%減の年率77.4万戸となった。なお、首都圏のマン
ション総販売戸数は、おおむね横ばいとなっている。先行きについては、当面、横ばいで推移して
いくと見込まれる。[公共投資]は、底堅く推移している。［輸出］は、このところ持ち直しの動き
がみられる。［輸入］は、おおむね横ばいとなっている。［貿易・サービス収支］は、赤字となっ
ている。

［生産］は、横ばいとなっている。［企業収益］は、改善している。［企業の業況判断］は、改
善している。［倒産件数］は、おおむね横ばいとなっている。［雇用情勢］は、改善の動きがみら
れる。

●
● 企業収益は、改善している。

雇用情勢は、改善の動きがみられる。

生産は、横ばいとなっている。

業況判断は、改善している。

［国内企業物価］は、緩やかに上昇している。［消費者物価］は、上昇している。［株価(日経
平均株価)］は、38,600 円台から37,300 円台まで下落した。[対米ドル円レート（インターバンク
直物中心相場）]は、151 円台から148 円台まで円高方向に推移した。［短期金利］では、0.47％
台で推移した。［TIBOR（3ヶ月物）］は、0.7％台から0.8%台で推移した。［長期金利（新発10年
物国債利回り）］は、1.3％台から1.5%台で推移した。［企業金融］は、企業の資金繰り状況にお
おむね変化はみられない。[社債と国債との流通利回りスプレッド]は、総じて横ばいとなってい
る。[金融機関の貸出平残（全国銀行）]は、前年比3.4％（２月）増加した。[マネタリーベース]
は、前年比1.8％（２月）減少した。[M2]は、前年比1.2％（２月）増加した。（※ 2/20～3/17の
動き）

不 動 産 流 通 動 向 月 次 概 況

　景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している。

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が
続くことが期待される。ただし、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費に
及ぼす影響や、通商政策などアメリカの政策動向による影響などが、我が国の景気を下押しするリ
スクとなっている。また、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。

経済財政運営に当たっては、デフレ脱却を確かなものとするため、「経済あっての財政」との考
え方に立ち、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」を実現していく。

このため、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策～全ての世代の現在・将来
の賃金・所得を増やす～」（ 11 月22 日閣議決定）及びその裏付けとなる令和６年度補正予算を
速やかに執行するとともに、令和７年度予算及び関連法案の早期成立に努める。

政府と日本銀行は、引き続き緊密に連携し、経済・物価動向に応じて機動的な政策運営を行って
いく。

日本銀行には、経済・物価・金融情勢に応じて適切な金融政策運営を行うことにより、賃金と物
価の好循環を確認しつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に実現することを期待する。

●
●

●
●

●
●

●
●

●
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Ⅱ．住宅着工統計　2025(R7)年2月分　（資料：国土交通省　令和7年3月31日）

マ ン シ ョ ン

一 戸 建
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新設住宅着工戸数は60,583戸で前年同月比2.4％増、10ヶ月ぶりにプラスに転じた。年率換算値
で805,368戸となる。

利用関係別では、持家は16,272戸で前年同月比0.2％減、2ヶ月連続してマイナスとなった。貸
家は25,744戸で前年同月比3.2％増、ふたたびプラスに転じた。

分譲住宅は18,213戸で前年同月比5.1％増、10ヶ月ぶりにプラスに転じた。うち、マンションは
8,422戸で前年比12.5％増、2ヶ月連続してプラスとなった。

圏域別に見ると、首都圏は3,995戸で前年同月比4.2％減、近畿圏は2,414戸で前年比127.1％増
となった。
　また、一戸建は9,628戸で前年同月比0.8％減、28ヶ月連続してマイナスとなった。

以上から、1月の新設住宅着工は、持家は減少したが貸家と分譲住宅が増加したため、全体で前
年同月比2.4％の増加となった。また、季節調整済年率換算値では前月比4.1％の増加となった。

2025 年 2 月 前 年 同 月 比
新 設 住 宅 合 計

持 家
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給 与 住 宅
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季 節 調 整 値

年が変わりの際に変更すること
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Ⅲ．新築マンション分譲動向　2025(R7)年1月　（資料：不動産経済研究所　令和7年2月19日）

●

●

％

2025年2月 前年同月比 2025年2月 前年同月比

万円 12.1 ％ 92.5 万円 -21.1121.5

-13.1 ％
7,943 万円

発 売 戸 数
契 約 率
月 末 残 戸 数
戸 当 り 価 格
㎡ 当 り 単 価

％
6,238 戸 8.5 ％ 2,644 戸

11.5 ％ 4,424 万円 -40.2

％
69.7 ％ -0.2 P 76.3 ％ -0.8 P
0 戸 -100.0 ％ 1,450 戸 36.9

首都圏では、発売戸数は前年同月比44.2％減で3ヶ月連続してマイナスとなった。契約率は、
58.5％で3ヶ月連続してマイナスとなった。月末残戸数は前年同月比で14ヶ月連続してプラス
となった。戸当り価格は前年同月比でふたたびマイナスに転じた。次月の発売戸数は2,000戸
（前年実績1,319戸）の見込み。

近畿圏では、発売戸数は前年同月比5.8％増でふたたびプラスに転じた。契約率は、79.8％と
前年同月比でふたたびプラスに転じた。月末残戸数は前年同月比で31ヶ月連続してマイナスと
なった。戸当り価格は前年同月比でふたたびマイナスに転じた。次月の発売戸数は1,000戸
（前年実績1,059戸）の見込み。
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Ⅳ.マンション流通市場動向　2025(R7)年2月　（資料：指定流通機構）
（資料：東日本不動産流通機構　2025年3月10日／近畿圏不動産流通機構　2025年3月11日）

●

●

【中古マンション】

※ 近畿圏は、専有面積～350㎡の集計。
※ 2025年１月以降、システム改修に伴う物件登録時における都市計画等の項目必須化により、

統計対象物件が拡大されている等の影響を与えている可能性がある。

新規登録件数

総 登 録 件 数

成 約 件 数

成約戸当り価格

成約㎡当り単価
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4,985 万円 2.6 ％

万円 5.9 ％79.14 万円 4.7 ％

件 31.7
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％

万円 6.1 ％

4,152 件 23.9 ％ 1,863

45,214 件 -5.1 ％ 21,041

-7.3 ％ 5,893

-1.4 ％

件 -0.1 ％

件

首都圏では、新規登録件数の前年比は12ヶ月連続してマイナスとなり、総登録件数の前年比は
10ヶ月連続してマイナスとなった。成約件数の前年比は4ヶ月連続してプラスとなった。戸当
たり価格は4,985万円で、前年比は4ヶ月連続してプラスとなった。

近畿圏では、新規登録件数の前年比は2ヶ月連続してマイナスとなり、総登録件数の前年比は
36ヶ月ぶりにマイナスに転じた。成約件数の前年比は4ヶ月連続してプラスとなった。戸当た
り価格は3,163万円で、前年比は3ヶ月連続してプラスとなった。

首 都 圏 近 畿 圏

2025年2月 前年比 2025年2月 前年比

【中古マンション】
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Ⅴ．一戸建て流通市場動向　2025(R7)年2月　（資料：指定流通機構）

（資料：東日本不動産流通機構　2025年3月10日／近畿圏不動産流通機構　2025年3月11日）

●

●

【一戸建て】
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※近畿圏は、土地面積50～350㎡の集計。

10.0

14.7

19,425 件

1.64

6.8

4,084 万円

件

21.4

※首都圏は、土地権利が所有権以外、用途地域が商業地域、都市計画が都市計画区域外・未線引き区域等の物件
  を除いて集計。

18,728 件

1,176 件

総 登 録 件 数

成 約 件 数

成約戸当り価格 2,647

10.2

16.5

近
畿
圏

-1.32,317 万円

4,606件

件

件
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1,524

24,098

新 規 登 録 件 数

28.0

131.5
2.58

うち新築
前年比

うち中古

26.0

54.0
-0.7成約戸当り価格 万円

成 約 件 数

5,957

1,471 件

首都圏では、新規登録件数の前年比は2ヶ月連続してプラスとなった。総登録件数の前年比は
34ヶ月連続してプラスとなり、成約件数の前年比は4ヶ月連続してプラスとなった。戸当たり価
格は4,238万円で、前年比は4ヶ月連続してプラスとなった。

近畿圏では、新規登録件数の前年比は10ヶ月連続してプラスとなり、総登録件数の前年比は32ヶ
月連続してプラスとなった。成約件数の前年比は2ヶ月連続してプラスとなった。戸当たり価格
は2,647万円で、前年比は2ヶ月連続してプラスとなった。

2025年2月
2月

前年比

首
都
圏

総 登 録 件 数

新 規 登 録 件 数 10,493 26.55,577 件件

件34,034

2,878
4,238

件

32.5

件

2.7

12.7

前年比

30.8

388.5
5.0

-3.0

-3.3

40.1件

※2025年１月以降、システム改修に伴う物件登録時における都市計画等の項目必須化により、統計対象物件が
  拡大されている等の影響を与えている可能性がある。
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【一戸建て】

※近畿圏は、土地面積50～350㎡の集計
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Ⅵ．オフィス市況　2025(R7)年2月　（資料：三鬼商事　2025年3月6日）

＜東京ビジネス地区オフィス市場＞

◎

◎
◎

○

○

○

○

○

港区は、新築ビルの募集面積は前月比19,076坪増にもかかわらず、空室率は39.99％（前月比
2.37P改善）となった。既存ビルの募集面積は前月比6,045坪減で、空室率は4.26％（前月比
0.25P改善）となった。平均空室率は5.44％（前月比0.39P悪化）となった。
新宿区は、新築ビルの募集面積は前月比1,181坪減で、空室率は20.31％（前月比48.16P改善）
となった。既存ビルの募集面積は前月比2,411坪増で、空室率は3.72％（前月比0.24P悪化）と
なった。平均空室率は3.76％（前月比0.12P悪化）となった。
渋谷区は、新築ビルの募集面積は前月比437坪減で、空室率は2.37％（前月比1.77P改善）と
なった。既存ビルの募集面積は前月比129坪増にもかかわらず、空室率は2.94％（前月比横ば
い）となった。平均空室率は2.93％（前月比0.05P改善）となった。

中央区は、新築ビルの募集面積は前月比21坪増で、空室率は30.00％（前月比2.70P悪化）と
なった。既存ビルの募集面積は前月比1,654坪減で、空室率は4.55％（前月比0.13P改善）と
なった。平均空室率は4.81％（前月比0.12P改善）となった。

東京ビジネス地区（都心5区：千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）内にある基準階面積
が100坪以上の主要貸事務所ビルを対象。新築ビルは2024年3月～2025年2月に竣工した貸事務所ビ
ル27棟、既存ビルは2024年2月以前に竣工した貸事務所ビル2,553棟の合計2,580棟が対象。なお、
文中のPはポイントを示している。

東京ビジネス地区は、新規・既存ビルの総募集面積は前月比で10,356坪増加し、平均空室率は
3.94％。前月比で0.11P悪化、前年同月比では1.92P改善となっている。
大型新築ビルの空室率は32.42％。前月比で3.43P悪化、前年同月比では7.98P悪化している。
大型既存ビルの空室率は3.48％。前月比で0.09P改善、前年同月比では1.95P改善している。

千代田区は、新築ビルの募集面積は前月比251坪減で、空室率は16.04％（前月比2.74P改善）
となった。既存ビルの募集面積は前月比1,713坪減で、空室率は1.99％（前月比0.07P改善）と
なった。平均空室率は2.05％（前月比0.08P改善）となった。

東京ビジネス地区

年／月

平均

新築ビル

既存ビル

大阪ビジネス地区

年／月

平均

新築ビル

既存ビル

'24年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
'25年
1月

2月

平均 5.86 5.47 5.38 5.48 5.15 5.00 4.76 4.61 4.48 4.16 4.00 3.83 3.94

新築ビル 24.44 23.68 22.64 25.83 19.77 20.18 21.51 21.99 22.63 27.76 23.90 28.99 32.42

既存ビル 5.43 5.06 4.99 4.97 4.89 4.79 4.53 4.37 4.23 3.92 3.80 3.57 3.48
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（％） 東京ビジネス地区 空室率
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＜大阪ビジネス地区のオフィス市場＞

◎

◎
◎

○

○

○

○

○

○ 新大阪地区は、新築ビルは無い。既存ビルのみの募集で、募集面積は前月比89坪減で、空室率
は2.68％（前月比0.03P悪化）となった。

淀屋橋・本町地区は、2ヶ月ぶりに新築のビルが発生し、募集面積は729坪、空室率は77.47%と
なった。既存ビルの募集面積は前月比889坪減で、空室率は3.92％（前月比0.12P改善）となっ
た。平均空室率は4.02％（前月比0.02P改善）となった。
船場地区は、新築ビルは無い。既存ビルのみの募集で、募集面積は前月比263坪減で、空室率
は4.30％（前月比0.08P改善）となった。
心斎橋・難波地区は、新築ビルは無い。既存ビルのみの募集で、募集面積は前月比47坪減で、
空室率は1.91％（前月比0.04P改善）となった。

大阪ビジネス地区（主要6地区：梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎
橋・難波地区、新大阪地区）内にある延べ床面積が1,000坪以上の主要貸事務所ビルを対象。新築
ビルは2024年3月～2025年2月に竣工した貸事務所ビル6棟、既存ビルは2024年2月以前に竣工した
貸事務所ビル808棟の合計814棟が対象。なお、文中のPはポイントを示している。

大阪ビジネス地区は、新規・既存ビルの総募集面積は前月比4,647坪減少し、平均空室率は
3.79％。前月比で0.2565P改善、前年同月比で0.56P改善している。
大型新築ビルの空室率は18.67％。前月比で6.74P改善、前年同月比で18.89P改善している。
大型既存ビルの空室率は3.31％。前月比で0.04P改善、前年同月比で0.77P改善している。

梅田地区は、新築ビルの募集面積は前月比5,376坪減で、空室率は17.89％（前月比7.52P改
善）となった。既存ビルの募集面積は前月比2坪減にもかかわらず、空室率は2.66％（前月比
0.01P悪化）となった。平均空室率は3.97％（前月比0.64P改善）となった。
南森町地区は、新築ビルは無い。既存ビルのみの募集で、募集面積は前月比16坪増で、空室率
は3.86％（前月比0.02P悪化）となった。

'24年
2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
'25年
1月

2月

平均 4.35 4.77 4.47 4.38 4.23 4.35 4.19 4.29 3.96 4.21 4.04 4.04 3.79

新築ビル 37.56 39.75 28.27 26.15 26.15 27.89 24.81 26.21 24.26 24.46 20.37 25.41 18.67

既存ビル 4.08 4.21 4.02 3.97 3.81 3.80 3.71 3.78 3.48 3.42 3.41 3.35 3.31
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（％） 大阪ビジネス地区 空室率
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Ⅶ．不動産業経営／不動産業の倒産件数と負債総額　2025（R7）年2月

（資料：帝国データバンク　2025年3月10日）

不動産業の倒産件数は、21件（前月比7件減、前年同月比7件増）発生。負債総額は、48億6,500
万円（前月比343億0,000万円減、前年同月比120億8,300万円減）であった。

10月

11月

12月

合計

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

件数（件） 負債総額（百万円）

2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年

287

30 28 #N/A 7,597

8,345

27 23 #N/A 3,647

21 26

25

23 27

6,555 #N/A

19 19 #N/A 1,308 1,646 #N/A

28 5,526 2,154 39,165

33 14 21 9,289 16,948 4,865

#N/A 3,318 #N/A

21 19 #N/A 12,505 4,391 #N/A

#N/A 19,531 10,575 #N/A

21 28

2,024 #N/A

#N/A 5,486 6,247 #N/A

30 28 #N/A 22,700 4,883 #N/A

21

76,454 44,030

21 28 #N/A 3,622 5,724 #N/A

20 19 #N/A 2,629 11,989 #N/A

284 49 102,185
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不動産業倒産件数と負債総額

2024年件数 2025年件数

2024年負債額 2025年負債額
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